
申請者

法人 個人

□ □ 申請書（様式第4号）

□ 申請者氏名欄に押印があるか。（※個人事業主の場合は署名のみでも可）

□ 住所（所在地）が住民票・登記事項証明書等の住所と一致しているか。

□ 責任技術者の氏名・番号が技術者証のものと一致しているか。

□ 三重県内に営業所があるか。

□ 【※市内業者のみ】同意書（裏面）への記名押印に漏れがないか。

□ □ 誓約書（様式第5号）

□ 条例第10条第1項第4号（次のア～オ）に該当していないか。

 ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

 イ 指定が取消されてから2年を経過しない者

 ウ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者

 エ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに 当たって必要な認知、

  判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

 オ 法人であって、その役員のうちにア～エのいずれかに該当する者があるもの

□ 住民票（個人の場合のみ） ※本籍や続柄等の記載は不要

□ 代表者氏名・代表者住所が申請書及び確認票と相違ないか。

□ 取得日は３か月以内であるか。

□ 定款・登記事項証明書（法人の場合のみ）

□ 定款・登記事項証明書の両方を添付しているか。

□ 代表者氏名・指定工事店の住所が申請書及び確認票と相違ないか。

□ 登記事項証明書は法務局が発行したものであるか。（登記情報提供サービスの閲覧画面の印刷不可）

□ 登記事項証明書取得日は３か月以内であるか。

□ □ 営業所の平面図及び付近見取図（様式第6号）

□ 様式下部の注意書きに従い記入されているか。

□ □ 下水道排水設備工事責任技術者証の写し ※講習修了証の写しは不可

□ 申請書に記入した責任技術者のもので間違いないか。

□ 有効期限を過ぎていないか。

□ 申請者事業所に選任された責任技術者であるか。

□ 異動事項がある場合は責任技術者証の両面ともコピーしたか。

□ □ 所有器材調書（様式第7号）

□ 工事施工に必要な設備・器材が揃っているか。

□ □ 下水道排水設備指定工事店確認票

□ □ 市町村税の完納証明書（※市外申請者のみ）

□ 証明書取得日は３ヶ月以内であるか。

□ 住所・氏名に相違ないか。

□ 過年分も含め市町村税の滞納がないことが確認できるか。

□ □ 写真

□ 様式第６号及び第７号の内容を確認できる写真であるか。

□ □ 手数料（新規：10,000円）

申請書類および確認事項

排水設備指定工事店申請チェックリスト（新規）

法人：法人に係る市町村税の完納証明

（※代表者本人（個人）のものは不要）

個人：申請者本人に係る市町村税の完納証明


